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９４．塩化ビニル 

９４． クロロエチレン 

別 名：塩化ビニル、塩化ビニルモノマー、クロロエテン、塩ビモノマー 

管 理 番 号：94 

PRTR 政令番号：特定 1-120 （化管法施行令（2021年 10月 20日公布）の政令番号） 

CAS 登録番号：75-01-4 

構 造 式： 

 

性 状：無色透明の気体 穏やかで甘い香り  

水にやや溶ける（水溶解度 10 mg/L～10,000 mg/L（10 g/L）） 

 

・クロロエチレンは、塩化ビニルモノマーとも呼ばれ、ほぼ全量がポリ塩化ビニル（塩化ビニ

ル樹脂）などの合成樹脂の原料として使われています。樹脂をつくる過程で残ったごくわず

かのクロロエチレンは除去されるため、通常私たちが日常生活で直接クロロエチレンにふれ

ることはほとんどないと考えられます。 

・2023 年度の PRTR データでは、環境中への排出量は約 140 トンでした。すべてが事業所か

ら排出されたもので、ほとんどが大気中へ排出されました。 

■用途等 

クロロエチレンは、ほぼ全量が、ポリ塩化ビニル（塩化ビニル樹脂, PVC）や塩化ビニル系共重

合樹脂の原料として使われています。 

ポリ塩化ビニル(PVC)は、ポリプロピレン(PP)、ポリエチレン(PE)についで 3 番目に生産量（2023

年）の多いプラスチックで、一般に塩化ビニル樹脂、塩ビなどの名前で呼ばれています。 

ポリ塩化ビニルは、可塑剤を添加した軟質ポリ塩化ビニル(軟質 PVC)と、可塑剤を添加しない

硬質ポリ塩化ビニル(硬質 PVC)に大別され、幅広い用途で使われています。 

軟質 PVC は透明性、着色性、接着剤、印刷性に優れ、汚れにくいことから、農業用フィルム、

ラップフィルム、床材、テーブルクロス、ソファ（合成皮革）、バッグ、食品サンプル、消しゴム、

玩具、手袋、浮き輪などに使われています。また、構造式に塩素を含み自己消火性があり、燃え

にくいことから、電線被覆材、壁紙、テントシート、防水シートなどにも使われています。 

硬質 PVC は剛性、寸法安定性、耐久性、耐腐食性があることから寿命が長く、パイプ、継手、

雨樋、窓枠、ブラインドといった建築材料に使われています。 

また、軟質、硬質ともに耐薬品性があることから、軟質はホース、シャワーカーテン、長靴、硬
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質は工業用板、配管、仕切り板に使われています。さらに、軟質、硬質ともに化学的に安定で弾

性に優れ、衛生的で清潔さを保つことができるため、軟質は血液バックや輸液チューブ、硬質は

錠剤のパッケージで使われています。 

塩化ビニル系共重合樹脂としては、例えば塩化ビニル-酢酸ビニル共重合体があり、塩化ビニル

の強靭性や耐薬品性と、酢酸ビニルの付着性や可塑性を有します。他の極性基を付与することで、

溶解性や顔料分散性、接着性などに優れた変性樹脂となり、塗料やインキ、接着剤などの幅広い

用途で使われます。 

クロロエチレンは、常温で引火性が高い物質であり、また発がん性があるので、取り扱いには

注意が必要ですが、塩化ビニル樹脂や製品の製造工程では加熱するため、沸点の低いクロロエチ

レンが樹脂や製品に未反応のまま残留することはほとんどありません。 

なお、クロロエチレンはたばこの煙にも含まれています。 

■排出・移動 

2023 年度の PRTR データによれば、わが国では 1 年間に約 140 トンが環境中へ排出されたと

見積もられています。ほとんどが化学工業の事業所から、そのほとんどが大気中へ排出されまし

た。都道府県別では、排出量が多かった地域は山口県や愛媛県、茨城県などのさまざまな地域で

した。 

また、化学工業の事業所から、廃棄物や下水道に約 83 トンが移動されました。 

クロロエチレンは、大気汚染防止法で有害大気汚染物質の優先取組物質に指定され、指針値が

設定されており、事業者による自主的な排出削減が進められています。 

なお、クロロエチレンはたばこの煙にも含まれていますが、「たばこの煙」において国が推計し

ている対象化学物質としては情報が不足するなどにより集計対象とされていません。 

■環境中での動き 

大気中へ排出されたクロロエチレンは、光化学的に生成される OH ラジカルにより分解され、

55 時間で半分の濃度になるとされています 1)。水中に入った場合は、国の化学物質安全性点検に

よる分解度試験では、微生物分解はされにくいことが報告されています 2)。 

なお、クロロエチレンは、土壌や地下水に残留したトリクロロエチレン（管理番号：281）やテ

トラクロロエチレン（262）などが微生物分解されることによっても生成することが報告されてい

ます 3)。 

■PRTR対象物質選定の根拠（有害性） 

発がん性 クロロエチレンは、国際がん研究機関（IARC）によりグループ 1（人に対して発がん

性がある）に分類されています 4)。これにより、クロロエチレンは特定第一種指定化学物質の要件

に該当しています。 

変異原性 クロロエチレンは、ラット及びハムスターを用いた吸入ばく露等による染色体異常試
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験などの変異原性に関する in vivo 試験で陽性を示したとの報告があります 5)。なお、GHS 分類結

果における生殖細胞変異原性は区分 2に分類されています 5)。 

経口慢性毒性 雌雄のラットに、雄には 149週、雌には 150週、体重 1 kg 当たり 1 日 1.3 mg の

クロロエチレンを餌に混ぜて与えた実験では、雌雄で肝細胞の多形性の増加、雌で肝のう胞の増

加などが認められました 1), 6), 7)。この実験結果から求められる口から取り込んだ場合の NOAEL（無

毒性量）は体重 1 kg当たり 1 日 0.13 mgでした 1), 6), 7)。（このデータは後述「人健康・有害性評価」

に示すデータと同じです。） 

作業環境許容濃度から得られる吸入慢性毒性 クロロエチレンは、米国産業衛生専門家会議

（ACGIH）において、1 日 8 時間、週 40 時間の繰り返し労働における作業者の TWA（許容濃度）

が、2.6 mg/m3（= 1ppm）と勧告されています 8)。 

■人健康 

有害性評価 「PRTR 対象物質選定根拠（有害性）・経口慢性毒性」に示すとおり、雌雄のラット

に、雄には 149 週、雌には 150 週、体重 1 kg 当たり 1 日 1.3 mg のクロロエチレンを餌に混ぜて

与えた実験では、雌雄で肝細胞の多形性の増加、雌で肝のう胞の増加などが認められました 1), 6), 

7)。この実験結果から求められる口から取り込んだ場合の NOAELは体重 1 kg 当たり 1 日 0.13 mg

でした 1), 6), 7)。（この試験結果は、後述「リスク評価」の根拠となっています。） 

雄のラットに 12 ヵ月間、26 mg/m3 のクロロエチレンを含む空気を呼吸によって取り込ませた

実験では、睾丸精細管の傷害が認められました 1), 7)。この実験結果から求められる呼吸によって取

り込んだ場合の LOAEL（最小毒性量）は 5.6 mg/m3（=10 ppm）（ばく露状況を考慮した補正後）

でした 1), 7)。（この試験結果は、後述「リスク評価」の根拠となっています。） 

人がクロロエチレンを呼吸によって取り込んだ場合、肝がんへの発がん性の明らかな証拠があ

るとされています 9)。複数の疫学調査では、肝がんの過剰死亡を指標としたユニットリスクが 3.6

×10-7～1.1×10-6 (μg/m3)-1と算定されています 9)。（この知見は、後述「リスク評価 有害大気汚染

物質の指針値」の根拠となっています。） 

体内への吸収と排出 人がクロロエチレンを体内に取り込む可能性があるのは、呼吸や飲み水に

よると考えられます。体内に取り込まれた場合は、ラットにクロロエチレンを口から与えた実験

によると、一部は代謝物に変化し投与後 24 時間以内にほとんどが尿または呼気に含まれて排せ

つされたことが報告されています 7)。 

リスク評価 環境省の「化学物質の環境リスク初期評価（2003年）」では、口からクロロエチレン

を取り込んだ場合のラットの NOAEL が体重 1 kg当たり 1 日 0.13 mg であること（このデータは

「有害性評価」にて示したデータと同じです。）に基づいて、同値を口から取り込んだ場合の無毒

性量等としています 1)。同報告書では、地下水のデータから、クロロエチレンを取り込む量を、最

大で体重 1 kg当たり 1 日 0.00002 mg 以上（≧0.02 µg）0.00004 mg 未満（＜0.04 µg）と予測し、
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無毒性量等が動物実験から得られた知見であることを考慮して、MOE（ばく露マージン）を 330

超～650と算出しています 1)。以上のことから、口から取り込んだ場合の人の健康リスクの評価に

ついては、リスク評価を行った時点では、情報収集を行う必要はない（MOE≧100）と報告してい

ます 1)。ただし、テトラクロロエチレンやトリクロロエチレン等による土壌、地下水汚染がみられ

るところでは、分解生成したクロロエチレンが高濃度となる可能性もあり注意が必要です。 

環境省の「化学物質の環境リスク初期評価（2003年）」では、呼吸によってクロロエチレンを取

り込んだ場合の LOAEL が 5.6 mg/m3（ばく露状況を考慮した補正後）（このデータは「有害性評

価」にて示したデータと同じです。）に基づいて、呼吸によって取り込んだ場合の無毒性量等を 0.56 

mg/m3（ばく露状況を考慮した補正後）としています 1)。同報告書では、一般環境大気の測定デー

タから、呼吸によってクロロエチレンを取り込む濃度を最大で 0.0011 mg/m3（=1.1 µg/m3）と予測

し、無毒性量等が動物実験から得られた知見であることを考慮して、MOE を 51 と算出していま

す 1)。以上のことから、呼吸によって取り込んだ場合の人の健康リスクの評価については、リスク

評価を行った時点では、情報収集に努める必要がある（10≦MOE＜100）と報告しています 1)。 

一方、室内空気の測定データは、平均値で 0.00004mg/m3（=0.04 µg/m3）未満、最大値で 0.000074 

mg/m3（=0.074 µg/m3）でしたが、全国レベルのデータではないため、予測最大量を設定すること

ができず、リスク評価を行った時点では健康リスクの評価はできないと報告しています 1)。なお、

最大値 0.000074 mg/m3（=0.074 µg/m3）と、動物実験から得られた無毒性量等 0.56 mg/m3から求め

ると、MOEを 760になるとしています 1)。 

（独）製品評価技術基盤機構及び（一財）化学物質評価研究機構の「化学物質の初期リスク評

価書」では、「有害性評価」に示したラットの口から取り込んだ場合の（体重 1 kg当たり 1 日 0.13 

mg）、雄ラットの呼吸によって取り込んだ場合の LOAEL（10 ppm 換算値：体重 1 kg当たり 1 日

4.1 mg）及び推定一日摂取量を用いてリスク評価した結果、人の健康へ悪影響を及ぼすことはな

いと判断しています。しかしながら、今後の大気中濃度の推移に注意が必要であるとしています

7)。 

環境省の「塩化ビニルモノマーに係る健康リスク評価について（2003年）」では、クロロエチレ

ンの吸入による発がん性に係る評価値は、「有害性評価」にて示したユニットリスクを総合的に判

断して、10万人に 1人の生涯過剰発がんリスクを示す大気中濃度として、0.010 mg/m3（=10 µg/m3）

を算出しています 9)。以上より、同評価では長期的にクロロエチレンを呼吸によって取り込んだ

場合の健康影響を未然に防止する観点から、クロロエチレンを長期的に取り込んだ場合に係る指

針値として、年平均値を 10 µg/m3以下と提案しています 9)。 

クロロエチレンは化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）の平成 23(2011)年 4

月 1 日告示で人健康影響における優先評価化学物質に指定されていましたが、その後のリスク評

価を経て、平成 27(2015)年 3月 26日告示で優先評価化学物質の指定を取り消されています。 

また、「化審法リスク評価（一次）評価Ⅱ（2014 年）」では、リスク評価を行った時点での情報・

知見の範囲では、現状の取扱い及び排出の状況が継続しても、広範な地域での環境の汚染により

人の健康に係る被害を生ずるおそれがあるとは認められないと考えられると報告しています 10)。

ー4－



９４－５                                                                               第 2 版 

作成日：2026年 3月 13日 

 

９４．塩化ビニル 

なお、同報告書では、この物質の化学物質管理、大気汚染及び水質汚濁等に関する他法令に基づ

く取組を引き続き適切に推進し、PRTR排出量・環境モニタリングテータ等を注視していくとして

います 10)。 

■生態（有害性・リスク評価） 

2025 年 3 月時点では、わが国では水生生物に対する信頼できる PNEC（予測無影響濃度）は算

定されていません。 

なお、クロロエチレンは環境省の「内分泌かく乱作用に関する試験・評価事業（EXTEND2022

等）」では、既存知見の信頼性評価により、試験対象物質としないとされています 11), 12)。 

生産量等 国内生産量（2023 年）：約 2,600,000 トン 13) 

輸出量（2023 年）：約 990,000 トン 13) 

排出・移動量 

(2023 年度 PRTR

データ) 

環境排出量：約 140 ト

ン 

（届出・届出外排出量

の集計結果） 

※1：都道府県別構成比は

上位 5 都道府県を示す。 

排出源の内訳（％） 都道府県別構成比（％）※1 

事業所（届出） 99 山口県 35 

事業所（届出外） 1 愛媛県 15 

非対象業種 － 茨城県 14 

家庭 － 三重県 9 

移動体 － 静岡県 6 

事業所（届出）における 

排出量：約 140 トン 

 

事業所（届出）における排出先の内訳（％） 

大気 97 土壌 － 

公共用水域 3 埋立 － 

業種別構成比（上位 5 業種、％） 

化学工業 100 

－ － 

－ － 

－ － 

－ － 

事業所（届出）における 

移動量：約 83 トン 

事業所（届出）における移動先の内訳（％） 

下水道への移動 1 廃棄物への移動 99 

業種別構成比（上位 5 業種、％） 

化学工業 100 

－ － 

－ － 

－ － 

－ － 

PRTR 対象物質選定（2021 年 10 月改正政令）の根拠（以下の欄に「○」または根拠を記載） 

 有害性 発がん性，変異原性，経口慢性毒性，作業環境許容濃度から得られる吸入慢性毒

性 

排出量等 PRTR 排出量 PRTR 移動量 推計排出量 または 製造・輸入数量 
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(2014 ～ 2017

の平均) 
○   

環境モニタリ

ング結果 

(2008～2017) 

複数地域検出※2 ※2：「御利用にあたって」に記載の該当調査で 2008～2017年の 

期間に複数地域で検出された場合に選定根拠とします。 ○ 

環境保全施策 

上必要な物質 

（法令等） 

環境基本法における環境基準が設定されている物質 

水質に係る「要監視項目」として設定されている物質 

有害大気汚染物質のうち優先取組物質 

環境省「化学物質の環境リスク初期評価書」で情報収集が必要とされた物質 

環境データ※3 

（～2025.5 公表 

時点の最新） 

大気 

・有害大気汚染物質モニタリング調査結果（一般環境）：指針値（10 µg/m3）超過

数 0 / 239 地点，最大濃度 0.00039 mg/m3（= 0.39 µg/m3）；[2023 年度，環境省] 

・化学物質環境実態調査：検出数 31 / 36 検体（12 /13 地点），最大濃度 0.0013 

mg/m3（=1,300 ng/m3）（検出下限値 0.000014 mg/m3（=14 ng/m3））；[1998 年度，

環境省] 

公共用水域 

・公共用水域水質測定（要監視項目）：指針値超過数；0 / 612 地点；[2023 年度，

環境省] 

・化学物質環境実態調査：検出数 12 / 129 検体（5/ 43 地点），最大濃度 0.00025 

mg/L（=0.25 µg/L）（検出下限値 0.000011 mg/L（=0.011 µg/L））；[1997 年度，環

境省] 

・水環境中の要調査項目等存在状況調査：検出数 3 / 101 地点，最大濃度 0.003 

mg/L（=3 µg/L）（検出下限値 0.00006 mg/L（=0.06 µg/L），定量下限値 0.0002 mg/L

（=0.2 µg/L））；[2005 年度，環境省] 

地下水 

・地下水質測定：水質環境基準（0.002 mg/L）超過数；概況調査 3 / 2,201 本；[2023

年度，環境省] 

・水環境中の要調査項目等存在状況調査：検出数 1 / 7 地点最大濃度 0.13 mg/L

（=130 µg/L）（検出下限値 0.00006 mg/L（=0.06 µg/L），定量下限値 0.0002 mg/L

（=0.2 µg/L））；[2005 年度，環境省] 

底質 

・化学物質環境実態調査：検出数 5 / 120 検体（3 / 40 地点），最大濃度 0.0050 mg/kg

（乾）（=5.0 µg/kg（乾））（検出下限値 0.0035 mg/kg（乾）（=3.5 µg/kg（乾）））；

[1997 年度，環境省] 

適用法令等 

（2025 年 3 月時

点） 

・化学物質排出把握管理促進法（化管法）：特定第一種指定化学物質 

・化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）：一般化学物質 

・有害大気汚染物質指針値：1 年平均値が 10 µg/m3以下 
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・大気汚染防止法：有害大気汚染物質（優先取組物質）、揮発性有機化合物（VOC） 

・水道法：要検討項目（目標値 0.002 mg/L） 

・水質要監視項目指針値：0.002 mg/L 以下 

・地下水環境基準：0.002 mg/L 以下（2009 年設定） 

・土壌環境基準：0.002 mg以下（2016 年設定） 

・土壌汚染対策法：土壌溶出量基準 0.002 mg/L 以下（2016 年設定） 

・有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律：家庭用エアゾル（※）製品、

所定の試験法で検出されないこと 

（※）エアゾルとは、噴射剤と内容物を容器に充填し、ボタンを押すことで、噴

射剤の圧力によって内容物が霧状や泡状になって放出される製品のことです。

一般的にはスプレー缶とも呼ばれます。 

・労働安全衛生法：管理濃度 2ppm（25℃, 1 気圧換算で 5.2 mg/m3） 

・GHS 分類結果 5)※4 

 

 

 
 

※3：環境データについては、PRTR 選定根拠に用いたデータと必ずしも一致しないことがあります。詳細は、「御

利用にあたって」をご確認ください。 

※4：2017 年までの GHS 分類結果は、対象物質選定根拠のひとつとして考慮されますが、必ずしも化管法対象物

質の選定根拠になっていないことがあります。（該当する危険有害性についてピクトグラムを示します） 

■ 引用・参考文献 

1）環境省「化学物質の環境リスク初期評価第 2 巻」（2003 年公表） 

https://www.env.go.jp/chemi/report/h15-01/pdf/chap01/02-2/04.pdf 

2）経済産業省「化学物質安全性点検結果等（分解性・蓄積性）」 

https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=75-01-4&mno=2-0102&request_locale=ja 

3）環境省「環境基準項目等の設定根拠等」（2004 年公表）（塩化ビニルとして） 

https://www.env.go.jp/info/iken/h160105d/d-4.pdf 

4）IARC「IARC MONOGRAHS ON THE EVALUATION OF CARCINOGENIC RISKS TO HUMANS (2012) 

Vol. 100F」 

https://publications.iarc.fr/Book-And-Report-Series/Iarc-Monographs-On-The-Identification-Of-

Carcinogenic-Hazards-To-Humans/Chemical-Agents-And-Related-Occupations-2012 

5）NITE 統合版 政府による GHS 分類結果 

https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/m-nite-75-01-4.html 

可燃性ガス 高圧ガス 生殖細胞変異原性 

発がん性 

生殖毒性 

特定標的臓器毒性 

（単回・反復暴露） 

特定標的臓器毒性 

（単回暴露） 
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6）厚生労働省 経済産業省 環境省「優先評価化学物質のリスク評価（一次）人健康影響に係る評価

Ⅱ」（2014 年公表） 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/ra/ra1_2_141219_H26_3_0

13_02.pdf 

7）（独）製品評価技術基盤機構・（一財）化学物質評価研究機構「化学物質の初期リスク評価書 Ver.1.0」

（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 委託事業、2005 年公表） 

https://www.chem-

info.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/dt/pdf/CI_02_001/risk/pdf_hyoukasyo/077riskdoc.pdf 

8）米国産業衛生専門家会議「ACGIH Data Hub」 

https://www.acgih.org/vinyl-chloride/ 

9）環境省「塩化ビニルモノマーに係る健康リスク評価について」（2003 年公表） 

https://www.env.go.jp/council/toshin/t07-h1503/mat_02-2.pdf 

10）経済産業省「リスク評価（一次）評価Ⅱにおけるクロロエチレンの評価結果について」 

（2014 年公表） 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/ra/ra1_2_141219_H26_3_0

13_01.pdf 

11）環境省「化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の対応 EXTEND2022」（2022 年公表） 

https://www.env.go.jp/content/000114063.pdf 

12）環境省「信頼性評価及び試験の実施状況 結果の概要」塩化ビニルモノマー 

https://www.env.go.jp/content/900407754.pdf 

13）（株）化学工業日報社『17625 の化学商品』（2025 年 2 月発行） 

■ 性状・用途等に関する参考文献 

・厚生労働省「職場のあんぜんサイト」安全データシート 

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/gmsds/75-01-4.html 

・National Library of Medicine「COMPOUND SUMMARY」Vinyl Chloride 

https://pubchem.ncbi.nlm.nih.gov/compound/6338 

・日本プラスチック工業連盟「統計資料」 

https://www.jpif.gr.jp/statistics/ 

・日本プラスチック工業連盟「調べてみようプラスチック」 

https://www.jpif.gr.jp/learn/pamphlet/doc/pamphlet_lets-search-plastic.pdf 

・塩ビ工業・環境協会「レスポンシブル・ケア」 

https://www.vec.gr.jp/kankyo/kankyo4_1.html 

・厚生労働省「タバコ葉中あるいはタバコ主流煙中有害化学物質一覧」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002zljv-att/2r9852000002zlpn.pdf 

■ 改訂履歴 

版数 発行日 改訂内容 

第 1 版 2012 年 初版発行 

第 2 版 2026 年 3 月 13 日 2021 化管法政令改正時選定根拠情報への更新、リスク評価

情報、環境データの更新等 
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